
令和５年度コミュニティ・スクールの実態調査
－「令和５年度教育課程の編成・実施状況調査」より －

◆大分県教育委員会社会教育課R6.3

学校運営協議会を導入している学校の推移
（％）（校数）

■ 学校運営協議会を導入している小学校・中学校・義務教育学校（令和5年7月1日現在）※

調査の対象

※「地方教育行政の組織及び運営に関する法律第４７条の５」に基づいて「学校運営協議会」を設置している学校
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コミュニティ・スクール

学校運営協議会

■学校運営や学校運営に必要な支援に関する協議を行う

※1 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第47条の5

• 校長が作成する学校運営の基本方針を承認
• 学校運営について、教育委員会又は校長に意見
• 教職員の任用に関して、教育委員会に意見

• 地域住民
• 保護者
• 地域学校協働活動推進員 等
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令和５年度コミュニティ・スクールの実態調査 結果①

1. 学校及び学校運営協議会の様子

小学校
当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない

① 教職員（管理職・CS担当者以外）は、学校運営協議会の意義を十
分に理解している。

② 学校運営協議会の委員は、学校運営協議会の意義を十分に理解し
ている。

③ 学校運営協議会の委員は、学校運営に対する当事者意識をもって
会議に参加している。

④ 学校は、学校・家庭・地域の役割を明確化することができ、業務
の見直しや教育活動の再整理が図られている。

⑤ 学校は、地域の教育資源の活用により、学校教育の充実が図られ
ている。

⑥ 学校は、「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、学校と地
域が目標を共有し、育てたい資質・能力を明確化して、それを教
育課程に反映している。

⑦ 学校は、学校運営協議会と校内の検証・改善サイクルを連動させ
ている。

⑧ 学校は、地域づくりの核となり、地域課題を解決するためのプ
ラットフォームとして機能している。

⑨ 学校と地域は、一方的に支援する・されるという関係ではなく、
パートナーとして相互に補完し合う関係ができている。
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中学校 当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない
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① 教職員（管理職・CS担当者以外）は、学校運営協議会の意義を十
分に理解している。

② 学校運営協議会の委員は、学校運営協議会の意義を十分に理解し
ている。

③ 学校運営協議会の委員は、学校運営に対する当事者意識をもって
会議に参加している。

④ 学校は、学校・家庭・地域の役割を明確化することができ、業務
の見直しや教育活動の再整理が図られている。

⑤ 学校は、地域の教育資源の活用により、学校教育の充実が図られ
ている。

⑥ 学校は、「社会に開かれた教育課程」の実現に向けて、学校と地
域が目標を共有し、育てたい資質・能力を明確化して、それを教
育課程に反映している。

⑦ 学校は、学校運営協議会と校内の検証・改善サイクルを連動させ
ている。

⑧ 学校は、地域づくりの核となり、地域課題を解決するためのプ
ラットフォームとして機能している。

⑨ 学校と地域は、一方的に支援する・されるという関係ではなく、
パートナーとして相互に補完し合う関係ができている。 2



令和５年度コミュニティ・スクールの実態調査 結果②

2. 学校運営協議会の会議の運営

小学校 当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない

中学校
当てはまる やや当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない
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① 会議では、学校からの説明・報告が主たる内容となり、関係者が
当事者意識を持って議論を重ねることができていない。

② 会議では、常に特定の委員のみが発言を行っており、委員全員が
率直な意見を述べる雰囲気がない。

③ 学校運営協議会の実施回数、時間が限られており、本来議論した
い内容を議事とすることができていない。

④ 会議の準備（連絡調整含む）や当日の議事進行、協議内容の発信
など運営業務を学校が担っており、一部の教職員（管理職含む）
の負担になっている。

① 会議では、学校からの説明・報告が主たる内容となり、関係者が
当事者意識を持って議論を重ねることができていない。

② 会議では、常に特定の委員のみが発言を行っており、委員全員が
率直な意見を述べる雰囲気がない。

③ 学校運営協議会の実施回数、時間が限られており、本来議論した
い内容を議事とすることができていない。

④ 会議の準備（連絡調整含む）や当日の議事進行、協議内容の発信
など運営業務を学校が担っており、一部の教職員（管理職含む）
の負担になっている。
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3. 「地域学校協働活動」については、誰が中心となって学校と地域をつなぐ役割を
担っていますか？［複数選択可］

小学校

中学校

①

学校運営協議会委員
の地域学校協働活動
推進員
（「協育」コーディネーター）

②

①以外の、地域学校
協働活動推進員
（「協育」コーディネーター）

③

①以外の、学校運営
協議会委員

④

学校の教職員
（管理職含む）

82.6% 15.3% 31.5% 74.5%
78.2% 8.2% 31.8% 79.1%
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